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「課題②HPVワクチン接種後に生じた症状に苦しんでいる方に寄り添った支援」
に関する最近の知見・取組状況と主なご意見について

（HPVワクチン接種後に生じた症状に苦しんでいる方に寄り添った支援について）

◯ ①救済に係る速やかな審査、②定期接種化前の基金事業で行われたワクチン接種による通院に
ついて、予防接種法と同等の医療費・医療手当となるよう予算事業により措置、③身近な地域で適
切な診療を提供するための協力医療機関の整備等を通じた医療的な支援の充実、④各都道府県等へ
の相談窓口の設置など生活面での支援の強化、⑤疫学的観点からの研究の実施など調査研究の推進、
などの支援策が継続して行われている。

10月1日合同会議における主なご意見

＜協力医療機関の診療実態の把握・体制強化について＞

◯ HPVワクチン接種後に生じた症状の診療に係る協力医療機関の診療実態を把握すべきではない
か。

◯ 協力医療機関の体制を強化すべきではないか。

＜地域における連携について＞

◯ ワクチン接種を行う地域の医療機関に対して、ワクチン接種後に生じた症状への適切な対応方
法や協力医療機関についての周知を行うべきではないか。

◯ 地域における相談支援体制において、学校や地域の医療機関との連携が重要ではないか。

最近の知見・取組状況（10月1日合同会議資料より）

第72回 厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会
令和３年度第22回薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会 資料１

(抜粋)
令和３年11月12日



地域におけるHPVワクチン接種にかかる診療・相談体制の強化のイメージ
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強化の例①
協力医療機関の

ニーズ等を踏まえ
た研修会の充実

都道府県

従来からある連携の枠組みを再活性化するとともに、重要な取組みについてはさらに強化していく。

市町村

都道府県

参考 2021年11月12日副反応検討部
会・安全対策調査会資料１より改訂
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HPVワクチンの安全性評価について

• 積極的勧奨再開後の約半年間（４月～10 月）は、通常３か月に１回行って

いる評価を、概ね１か月に１回とし、頻度を上げて評価を行う（表１）。

• HPVワクチンの接種状況については、引き続き、定期的な調査を実施すると

ともに、キャッチアップ接種や過去の接種歴不明者の接種状況についても把

握できるように調査方法を変更する。

安全性の継続的な評価

※下線部は追加評価

表１ 令和4年度の予定

• 令和４年４月以降の積極的勧奨再開後は、厚生労働行政推進調査事業（岡部班）において、全国の

協力医療機関（※1）に対してwebアンケートによる診療実態調査（※2）を行う。頻回かつ長期的

フォローにより、受療実態を迅速に把握するとともに、患者の臨床像を丁寧に解析する。

協力医療機関の診療実態調査

※1 協力医療機関とは、より身近な地域において適切な診療を提供するため、都道府県単位で選定した、地域における中核的な
役割を担う施設。（全国84施設、令和３年４月１日時点）

※2 調査項目は、新規受診者数、継続受診者数、接種から症状出現までの期間、患者の臨床症状 等
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◯ 令和4年4月以降、HPVワクチン接種数の増加が見込まれることから、これまで以上に頻度を上げて
副反応報告の状況を把握し、きめ細かく評価を行うとともに、接種後症状を呈した方の診療実態につ
いて、タイムリーに把握し丁寧に解析する。

第78回 厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会
令和４年度第１回薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会 資料３

(抜粋)
令和４年４月13日



１回目のHPVワクチンを接種済の者の割合（2017年度接種分までの推計データ）
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◯ ワクチン接種緊急促進事業の対象であったH11年度以前の生まれの世代では接種率が７割程度で
ある一方、定期接種の積極的な勧奨が差し控えられたH25年度以降に標準的な接種期間（13歳の学
年）であったH12年度生まれ以降の世代では接種率が低くなっている。

※ 平成22～29年度にワクチン接種緊急促進事業及び
定期接種において、１回目のワクチンを接種済の者の
割合。任意接種による接種は含まれていない。
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出典：Nakagawa S et al. Cancer Sci. 2020 Jun;111(6):2156-2162.
Table 2をもとに予防接種室が作成

令和３年11月15日第26回厚生科学審議会
予防接種・ワクチン分科会資料5-1より








